
  

昭和55年労働経済の分析 参考資料

これは,「昭和55年労働経済の分析」の参考資料であり,「昭和55年労働経済の分析とは区別される。 
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昭和55年労働経済の分析 参考資料
1-1   新規求人の変動要因

製造業の新規求人数の増減を,生産,設備投資比率,賃金コストによって説明する回帰式を推計し,この式を
用いて最近の新規求人数の増減について要因分解を行った。
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昭和55年労働経済の分析 参考資料
1-1   新規求人の変動要因

(1)   式の推計および変数の説明

YF=28.33+5.77II・P+ 19.51(IP/GNE)-2.24(WF/Prod) 

(6.3) (5.3) (-6.1) 

R―=0.97 S=11.3 DW=1.2 

計測期間 昭和48年10-12月～55年10-12月(29期間) 

YF:製造業新規求人数(季節調整値,単位 千人) 

II・P:製造工業生産指数増減率(季節調整値の当期および1期前の各前期比増減率の平均,単位 %) 

IP/GNE:民間企業設備投資比率(国民総支出に占める民間企業設備投資の割合,季節調整値により算出,
単位 %) 

WF/Prod:賃金コスト指数(1人当たり賃金(定期給与,製造業)指数を労働生産性指数 (注)で除したも
の,50年平均=100) 

(注)製造工業生産指数(季節調整値)を製造業雇用者数(「労働力調査」,季節調整値)で除し,50年平均=100で指数化。

資料出所 労働省「職業安定業務統計」,「毎月勤労統計」 

総理府統計局「労働力調査」 

通商産業省「通産統計」 

経済企画庁「国民所得統計」 
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昭和55年労働経済の分析 参考資料
1-1   新規求人の変動要因

(2)   製造業新規求人増減の要因分解

(1)で推計した回帰式を用いて,最近の生産,設備投資比率,賃金コストの変動が製造業新規求人に与えた効
果を計測すると,昭和55年後半の求人の減少には生産の停滞効果が大きく働いている(第1表)。

第1表 製造業新規求人増減の要因分解
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昭和55年労働経済の分析 参考資料
1-2   農林業就業者の変動要因

農林業就業者の増減を新規求人数,農業所得と非農業賃金との相対所得比率によって説明する回帰式を推
計し,この式を用いて最近の農林業就業者の増減について要因分解を行った。
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昭和55年労働経済の分析 参考資料
1-2   農林業就業者の変動要因

(1)   式の推計および変数の説明

YA=706.88-3.08X1+2.89X2

(-3.8) (6.5) 

R―=0.95 S=9.0 DW=2.0 , 

計測期間 昭和52年7-9月～55年10-12月(14期間) 

YA:農林業就業者数(季節調整値,単位 万人) 

X1:産業計の新規求人数(季節調整値,単位 万人) 

X2:相対所得比率の前年同期比(1期前,相対所得比率=農業所得(3期移動平均)/現金給与総額(調査産業
計,3期移動平均),単位 %) 

資料出所 労働省「職業安定業務統計」,「毎月勤労統計」 

総理府統計局「労働力調査」 

農林水産省「農家経済収支」 
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昭和55年労働経済の分析 参考資料
1-2   農林業就業者の変動要因

(2)   農林業就業者数増減の要因分解

(1)で推計した回帰式を用いて,最近の新規求人数,相対所得比率の変動が農林業就業者数の増減に与えた効
果を計測すると,昭和54年は新規求人の増加が農林業就業者数の減少に大きく寄与したが,55年は農業所得
の相対的な伸び悩みによる効果が大きくなっている(第1表)。

第1表 農林業就業者増減の要因分解

第2表 農業所得,非農林業賃金,相対所得比率の動き
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昭和55年労働経済の分析 参考資料
1-3   交易条件の変化と実質賃金,労働分配率の関係

(日本,アメリカ,西ドイツ,イギリスについての試算)

国民所得ベースでみた交易条件の変化による実質所得の変動,実質賃金(実質1人当たり雇用者所得),労働分
配率等の関係について,第1次石油危機以降の主要国の状況を試算した。結果は別表のとおりである。

1980年についてみると,イギリスは交易条件の変化が実質所得を増加させる方向に働いているのに対して,
日本,アメリカ,西ドイツの各国は交易条件の悪化によって実質所得は減少している。なかでも日本の減少
幅がとくに大きい。しかし,日本は,労働生産性の上昇率が他の国に比較して高いので,(雇用者比率の変化
を考慮した)労働分配率を不変に保つ実質賃金(実質1人当たり雇用者所得)の上昇率はアメリカ,西ドイツ
と大差ない。現実の実質賃金上昇率もイギリスが3.2%のプラスとなっているほかは各国ともマイナスで
ある。しかし,アメリカ,西ドイツでは日本と異なって実質賃金ギャップ(現実の実質賃金上昇率と労働分配
率を不変に保つ実質賃金上昇率との差)がプラスとなっている。この結果,雇用者比率の上昇を考慮した労
働分配率は日本では不変であるのに対し,アメリカ,西ドイツでは上昇している。イギリスについては,賃金
上昇率が労働生産性の上昇率を大きく上回っており,労働分配率の上昇率は4ヵ国の中でもっとも高い。

第1表 主要国における交易条件の変化と実質賃金,労働分配率等の関係
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昭和55年労働経済の分析 参考資料
1-4   雇用と生産,賃金コストの関係

生産水準と賃金コストが雇用者の増減にどの程度影響を与えるかを推計するため,製造業の雇用者を生産
水準と賃金コストによって説明する回帰式を推計し,この式を用いて,第1次石油危機以降両者の変動が雇
用者の増減に与えた影響を推計した。
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昭和55年労働経済の分析 参考資料
1-4   雇用と生産,賃金コストの関係

(1)   式の推計および変数の説明

logE=0.9149logE-1+0.02026logX-0.300967logW/P 

(33.9) (2.7) (-7.0) 

R―=0.997 S =0.0017 DW=0.77 

推計期間 昭和45年4-6月～55年10-12月(44期間) 

E:製造業常用雇用指数 (50年平均=100) 

E-1: 〃 ,1期前 

X:製造工業生産指数 (50年平均=100) 

W:製造業賃金指数 (50年平均=100) 

P:労働生産性指数 生産指数/常用雇用指数(50年平均=100) 

W/P:賃金コスト指数 

資料出所 労働省「毎月勤労統計」 

通商産業省「通産統計」 
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昭和55年労働経済の分析 参考資料
1-4   雇用と生産,賃金コストの関係

(2)   生産,賃金コストの雇用への効果の計測

(1)で推計した回帰式を用いて第1次石油危機以降の生産,賃金コストの変動が雇用者の増減に与えた効果
の計測結果は以下の図表のとおりである。

第1図 生産水準変動の雇用への効果

第2図 賃金コスト変動の雇用への効果

昭和55年 労働経済の分析



第3図 雇用の変動と生産,賃金コストの変動との関係

第1表 生産,賃金コストの雇用への効果
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昭和55年労働経済の分析 参考資料
1-5   卸売物価の変動要因

卸売物価指数の変動を,原材料コスト,賃金コスト,製品需給の3変数によって説明する回帰式を推計し,この
式を用いて卸売物価変動の要因分解を行った。
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昭和55年労働経済の分析 参考資料
1-5   卸売物価の変動要因

(1)   式の推計および変数の説明

卸売物価指数=18.31+0.357(輸入物価(生産財)指数) 

(15.6) 

＋0.585(賃金コスト指数)+0.108(需給判断DI) 

(13.3) (6.6) 

R―=0.99 S=2.70 DW=0.39 

計測期間 昭和45年1-3月～55年10-12月(44期間) 

賃金コスト指数:名目賃金指数×常用雇用指数/生産指数,ともに季節調整値。 

需給判断DI:主要企業,全産業に関するもの。 

資料出所 労働省「毎月勤労統計」 

通商産業省「通産統計」 

日本銀行「卸売物価指数」 
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昭和55年労働経済の分析 参考資料
1-5   卸売物価の変動要因

(2)   卸売物価変動の要因分解

(1)で推計した回帰式を用いて,原材料コスト,賃金コスト,製品需給の変動が卸売物価指数の変動に与えた
効果を計測すると,第1次石油危機後の昭和49年には原材料コストに加え,賃金コストの寄与度も大きかっ
たが,55年の卸売物価の上昇はそのほとんどが原材料コストの上昇によるものであり,賃金コスト,製品需給
の寄与度は小さい(第1表)。

第1表 卸売物価変動の要因分解
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昭和55年労働経済の分析 参考資料
1-6   消費者物価の変動要因

消費者物価指数(商品)の変動を小売段階にけおる流通コスト,原材料コスト,賃金コスト,製品需給によって
説明する回帰式を推計し,この式を用いて消費者物価変動の要因分解を行った。
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昭和55年労働経済の分析 参考資料
1-6   消費者物価の変動要因

(1)   式の推計および変数の説明

1) 消費者物価指数(商品)=-24.48+1.167卸売物価指数(消費財)

(-13.1) 

+0.074(小売業流通コスト指数) 

(1.5) 

R―=0.99 S=1.01 DW=0.83 

計測期間 昭和46年1―3月～55年10―12月(40期間) 

消費者物価指数(商品):季節商品,米類,食塩,たばこを除いたものである。 

小売業流通コスト指数：(営業利益+販売費・一般管理費)/実質売上高(＝売上高/消費者物価指数(商
品))を昭和50年平均＝100で指数化したもの。 

2) 卸売物価指数(消費財)=21.26+0.368卸売物価指数(生産財,1期前)

(9.5) 

+0.507賃金コスト指数+0.069製品需給判断DI 

(8.8) (4.4) 

R―=0.99 S=2.46 DW=0.58 

計測期間 昭和46年1―3月～55年10―12月(40期間) 

賃金コスト指数:(名目賃金指数×雇用指数)/生産指数,ともに季節調整値。 

製品需給判断DI:主要企業,全産業に関するもの。 

資料出所 労働省「毎月勤労統計」 

総理府統計局「消費者物価指数」 

大蔵省「法人企業統計季報」 

通商産業省「通産統計」 

日本銀行「卸売物価指数」,「主要企業短期経済観測調査」 
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昭和55年労働経済の分析 参考資料
1-6   消費者物価の変動要因

(2)   消費者物価(商品)変動の要因分解

(1)で推計した回帰式を用いて消費者物価(商品)の変動を小売段階における流通コスト,原材料コスト(卸売
物価生産財),賃金コスト,需給要因に分解してみると,昭和49年には原材料コストに加え,賃金コストの寄与
度が大きかったが,55年の消費者物価の上昇は原材料コストによるもので賃金コストの寄与度は小さく,ま
た小売段階における流通コストの寄与度も小さい(第1表)。

第1表 消費者物価(商品)変動の要因分解
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昭和55年労働経済の分析 参考資料
1-7   実質消費支出の変動要因

実質消費支出(全国勤労者世帯)の変動を所得,物価,雇用,習慣によって説明する回帰式を推計し,この式を用
いて実質消費支出変動の要因分解を行った。
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昭和55年労働経済の分析 参考資料
1-7   実質消費支出の変動要因

(1)   式の推計および変数の説明

実質消費支出=10,341.9+0.453(実質可処分所得)-703.79(消費者物 

(11.8) (4.7) 

価上昇率(前期比))+2,111.39(有効求人倍率) 

(2.8) 

+0.354(実質消費支出(1期前)) 

(6.0) 

R―=0.99 S=1,256.0 DW=2.4 

計測期間 昭和45年1-3月～55年10-12月(44期間) 

資料出所 労働省「職業安定業務統計」 

総理府統計局「家計調査」,「消費者物価指数」 
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昭和55年労働経済の分析 参考資料
1-7   実質消費支出の変動要因

(2)   実質消費支出変動の要因分解

(1)で推計した回帰式を用いて,実質消費支出(全国勤労者世帯)の変動を所得,物価,雇用,習慣の各要因に分
解してみると,第1次石油危機後の昭和49年には実質所得の減少,物価の上昇に加え,雇用の悪化が実質消費
支出の減少の要因となっていたが,55年の実質消費支出の減少は実質所得の減少と物価の上昇による(第1
表)。

第1表 実質消費支出変動の要因分解
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昭和55年労働経済の分析 参考資料
1-8   主要国における1981年春を中心とする賃金交渉の結果

1-8 主要国における1981年春を中心とする賃金交渉の結果

昭和55年 労働経済の分析
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昭和55年労働経済の分析 参考資料
2-1   製造業物的労働生産性水準の国際比較について

1977年の日本,アメリカ,西ドイツ各国の工業統計表を用いて,日本とアメリカ,日本と西ドイツの製造業に
ついて物的労働生産性水準の比較を行った。その試算方法と結果は以下のとおりである。 
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昭和55年労働経済の分析 参考資料
2-1   製造業物的労働生産性水準の国際比較について

1   試算方法
(1)   使用データ

日 本……「工業統計表品目編」 (全規模事業所) 

アメリカ……“Census of Manufactures"( 〃 ) 

西ドイツ……“Produzierendes Gewerbe″(20人以上規模事業所) 
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昭和55年労働経済の分析 参考資料
2-1   製造業物的労働生産性水準の国際比較について

1   試算方法
(2)   対象品目の選定

「工業統計表品目編」( 6ケタコード),“CensusofManufactures″(7ケタコード),〃
ProduzierendesGewerbe〃(6ケタコード)を用いて,出荷額,出荷数量(西ドイツは生産額,生産数量)がわか
る共通品目を取り出した。

日本とアメリカの比較……100品目 

日本と西ドイツの比較…… 40品目 

  

(C)COPYRIGHT Ministry of Health , Labour and Welfare

昭和55年 労働経済の分析



  

昭和55年労働経済の分析 参考資料
2-1   製造業物的労働生産性水準の国際比較について

1   試算方法
(3)   品目の生産数量の算定

日本とアメリカは出荷数量しか得られないので,品目の生産数量は次の方法で求めた。

品目の生産数量＝産業の出荷額＋産業の在庫額増減／産業の出荷額 

×(品目の出荷数量×産出率) 

産出率＝当該産業の当該品目の出荷額／当該品目の出荷額 

(当該産業に限らない) 

産業の出荷額,産業の在庫額増減は, 「工業統計表」および〃Census of Manufactures"の4ケタコードより
得た。

なお,西ドイツについては,産出率が得られないので品目の生産数量をそのまま用いた。
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2-1   製造業物的労働生産性水準の国際比較について

1   試算方法
(4)   品目の労働者数の算定

労働者数は,日本,アメリカ,西ドイツとも4ケタコードでしか得られないため,品目ごとの労働者数は次式に
より求めた。

日本,アメリカ……品目の労働者数＝産業の労働者数×産業の当該品目の出荷率 

出荷率＝当該品目の当該産業での出荷額／当該産業の全品目の出荷額 

西ドイツ……出荷額が得られないので次の方法により求めた。 

品目の労働者数＝産業の労働者数× 当該品目の出荷額／産業の全品目の出荷額 
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2-1   製造業物的労働生産性水準の国際比較について

1   試算方法
(5)   品目別労働生産性格差の算定

品目別労働生産性=品目別生産数量/品目別労働者数日本とアメリカ,日本と西ドイツの品目別労働生産性
の比率を労働生産性格差とした。
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2-1   製造業物的労働生産性水準の国際比較について

1   試算方法
(6)   業種別労働生産性指数の算定

上記の品目別労働生産性格差から業種別労働生産性格差を以下の方法により算定した。

数式
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2-1   製造業物的労働生産性水準の国際比較について

2   試算結果

以上の試算方法によって得られた結果は下表のとおりである。
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2-1   製造業物的労働生産性水準の国際比較について

2   試算結果
(1)   日本とアメリカの物的労働生産性水準の比較

第1-1表 日本,アメリカの業種別物的労働生産性水準の比較

第1-2表 日本とアメリカの品目別生産量,労働者数,労働生産性水準一覧表
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第1-3表 日本とアメリカの品目別労働生産性格差一覧表
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2-1   製造業物的労働生産性水準の国際比較について

2   試算結果
(2)   日本と西ドイツの物的労働生産性水準の比較

第2-1表 日本,西ドイツの業種別物的労働生産性水準の比較

第2-2表 日本と西ドイツの品目別生産量,労働者数,労働生産性水準一覧表

昭和55年 労働経済の分析



昭和55年 労働経済の分析



第2-3表 日本と西ドイツの品目別労働生産性格差一覧表
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第2-4表 日本,西ドイツの金属工作機械,金属加工機械の台数ベースの労働生産性の比較
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(参 考)労働者1時間当たりの労働生産性格差の算出に用いた日本とアメリカ,日本と西ドイツの年間実労働
時間の比率は下表のとおりである。

第2-5表 日本,アメリカ,西ドイツの年間実労働時間の比較
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2-2   輸出の雇用への影響度の試算

輸出の増加は当該業種の生産と雇用を増加させるだけでなく当該業種の生産に使用される原材料を供給
する部門の生産と雇用を誘発する。このような波及効果も含めた輸出の雇用への影響度を,産業連関分析
によって試算した。

(1) 「40-45-50年接続産業連関表」をもとに試算した結果を時系列でみると,昭和40年においては,雇
用者数は全産業で3,115万人であり,そのうち輸出による誘発分は275万人で8.8%を占めた。45年に
は雇用者数3,520万人のうち輸出による誘発分は328万人で9.3%,50年は景気後退下で国内需要で低
迷し輸出圧力が強まったこともあるが,雇用者数3,864万人のうち,輸出による誘発分は438万人で
11.3%になり,輸出による誘発分は高まっている。 

(2)産業別に雇用誘発の輸出依存度をみると,製造業では40年に16.9%であったが,45年には15.7%と
若干低下したものの50年には21.1%へと上昇した。

業種別にみると,鉄鋼(40年33.1%,45年29.1%,50年45.6%),精密機械(同,30.6%,31.5%,39.1%),輸送機
械(同,22.4%,23.8%,40.0%)で高く,かつ大きく上昇している。 

(3)なお,通商産業省「53年産業連関表(延長表)」をもとに53年から55年にかけての雇用の輸出依存
度を試算すると,全産業では10.3%から11.6%へ,製造業では19.7%から22.1%へと高まっている。 

雇用誘発の輸出依存度の推移
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2-3   日本,西ドイツにおける為替レート変動の輸出物価への影響について

為替レートの変動は,直接外国通貨建て輸出物価を変動させるとともに,輸入原材料価格の変動による国内
製品価格の変動を通じて間接的にも輸出物価に影響する。そこで,日本と西ドイツの輸出物価関数と卸売
物価関数を推計して,為替レート変動の影響を取り除いた場合の輸出物価指数を試算した。結果は次のと
おりである。

為替レート変動の輸出物価への影響について

試算に用いた推計式は次のとおりである。

(日 本)

log輸出物価=-0.81087+0.74742log卸売物価+0.652561log対ドル 

昭和55年 労働経済の分析



(8.889) (5.512) 円レート 

R―=0,987,DW=1.06 

log卸売物価=0.86887+0.38042 log輸入物価+0.46117log賃金コスト 

(4.182) (3.798) 

-0.27078需給ギャップ R―=0.993,DW=1.61 

(-2.634) 

(西ドイツ)

log輸出物価＝-2.2551+1.13214log卸売物価+0891586log対ドル 

(20.13) (23.01) 

マルクレート R―=0.9997,DW=1.51 

log卸売物価=-1.12242+2.94882log,輸入物価+1.24817log賃金コスト 

(2.772) (4.585) 

R―=0.9931,DW=1.42 

資料出所 日本銀行「卸売物価指数年報」,「外国経済統計」
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2-4   製造業業種別製品価格上昇の要因分解

製品価格は,需給要因などの影響を受けるものの基本的には生産に要した費用(生産費)の動向によって決
定される。生産費を構成する要素としては,原材料費,人件費,金融費用,減価償却費等があるが,とくに,生産
費の中で大きなウェイトを占める原材料費と人件費について,その変動が製品価格の変動に及ぼした影響
を「工業統計表」をベースに試算した。結果は次のとおりである。

第1表 製品価格上昇の要因分析

〔計算方法〕

数式

昭和55年 労働経済の分析



T…名目出荷額 X…実質出荷額 P…製品価格 

Pm…原材料価格 W…賃金総額 M…原材料費 

C…その他の費用等(減価償却費,金融費用,営業利益等) 

M…名目原材料費 Mx…実質原材料費(名目原材料費/原材料価格) 

w…人件費比率 m…原材料費比率 c…その他の費用比率 

第2表 賃金コスト上昇率の推移
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第3表 原材料コスト上昇率の推移
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2-5   製造業業種別付加価値生産性上昇の要因分解

製造業の付加価値生産性は,製品価格,投入価格,原材料生産性,労働生産性の動きによって左右される。製
品価格,原材料生産性,労働生産性の上昇は付加価値生産性を上昇させるのに対し,投入価格の上昇は付加価
値生産性を低下させる。高度成長期および第1次石油危機以降を通じて,製造業の業種別の付加価値生産性
の動向にこれらの要因がどのように働いたかを「工業統計表」をもとに計算した。結果は次のとおりで
ある。

計算方法

数式

V…付加価値額 L…従業者数 T…名目出荷額 

Q…実質出荷額 P…製品価格 υ…付加価値率 

付加価値率(v)は,製品価格(P),原材料価格(Pm),原材料生産性(Q/Qm)に分解した。

付加価値生産性上昇の要因分解
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2-6   SNAベースの産業別付加価値生産性格差の国際比較

SNAベースで産業別の付加価値生産性を比較すると,日本はアメリカ,西ドイツに比べて産業間格差が大き
い。日本,アメリカ,西ドイツ各国の製造業の付加価値生産性を100として,各産業の付加価値生産性の水準
をみると次のとおりである。

第1表 日本,アメリカ,西ドイツの産業間付加価値生産性格差の推移
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名目付加価値生産性の変動は,実質付加価値生産性とデフレーター(物価)の変動とに分解できる。日本,ア
メリカ,西ドイツ61970～73年,73～75年,75～79年(アメリカ,西ドイツは75～78年)間の名目付加価値生産
性の変動を実質付加価値生産性と物価の変動にわけると下表のとおりである。

第2表 付加価値生産性上昇の要因分解
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3-1   賃金格差変動に対する労働者構成の影響

製造業の業種間,規模間賃金格差の変動について,年齢や勤続年数別にみた労働者構成の業種間,規模間の違
いがどの程度影響を与えたかを計測するため以下の計算を行った。
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3-1   賃金格差変動に対する労働者構成の影響

(1)   基本的な考え方

業種別,規模別の平均賃金は (イ)各業種,各規模の年齢,勤続年数別の賃金,(ロ)同じく年齢,勤続年数別の労働
者構成の2つの要素が相乗して生じだものである。そこで,各業種,各規模の労働者構成を一定基準にした
がって固定し,各業種,各規模の平均賃金を再計算し(調整済平均賃金の算出),これによって賃金の業種間格
差,規模間格差を求める(調整済賃金格差の算出)。こうして算出された賃金格差を調整を施す前の賃金格
差と比較することによって賃金格差に労働者構成の違いの及ぼす影響をは握することができる。以上の
考え方を定式化すれば次のようになる。

w:各業種,各規模の平均賃金(実際値) 

Wi:各業種,各規模における年齢別賃金 

li=各業種,各規模における年齢別労働者数 

Wij:各業種,各規模における年齢・勤続年数別賃金 

lij:各業種,各規模における年齢・勤続年数別労働者数 

ここで,i:年齢階級 (i=1,……,m) 

j:勤続年数階級 (j=1,……, n) 

各業種,各規模の平均賃金と年齢,勤続年数別の賃金や労働者構成との間には次の関係式が成立つ。

数式

ここで,基準的な労働者構成を文字Lを用いて

年齢別労働者数 Li

年齢・勤続年数別労働者数 Lij

と表わせば,調整済賃金は次式によって算出される。

数式
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3-1   賃金格差変動に対する労働者構成の影響

(2)   労働者構成調整の方法

(1)で概略を述べた労働者構成調整の方法にしたがって,次の3種類の調整済賃金の算出を行った。

1) 静態分析

「各年の業種,規模間賃金格差のうちどの程度が年齢,勤続年数別労働者構成の違いによるのか」をみるた
め,45,50,54,55の各年について,製造業計の労働者構成を基準として,各業種,各規模の調整済賃金を再計算
した(第1表)。

2) 動態分析

45～54年における賃金およびその業種間,規模間賃金格差の変動のうち年齢,勤続年数別賃金の変動だけに
よる効果を計測するため,各業種,各規模について年齢,勤続年数別労働者構成を50年に固定したものを基準
として,45,54各年の平均賃金を再計算した(第2表)。

3) 男女間賃金格差と労働者構成

男女間の賃金格差に年齢,勤続年数別労働者構成の男女間の違いが及ぼす影響を計測するため,各業種,各規
模について,女子の年齢,勤続年数別労働者構成を男子のそれと同じとしたものを基準として女子の平均賃
金を計算し,この結果得られる調整済賃金をもとに男女間賃金格差を求めた(第3表)。

第1表 静態分析による調整済賃金と賃金格差
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第2表 動態分析による調整済賃金と賃金格差
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第3表 男女間賃金格差と労働者構成の関係
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3-2   男女別賃金の年齢,勤続年数別評価

男女間賃金格差の背景として,年齢,勤続年数評価に男女間にどの程度の違いがあるかを計測するため労働
省「賃金構造基本統計調査」の年齢,勤続年数別所定内給与を年齢,勤続年数で説明する回帰式を推計し,そ
れにもとづいて,新規入職者と標準労働者の賃金と,それに及ぼす年齢,勤続年数評価額を推計した。回帰式
の推計は製造業とその規模別および女子労働者の割合が高い業種について行った。
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3-2   男女別賃金の年齢,勤続年数別評価

(1)   賃金の評価関数の推計

式の形

W=aX+bX2+cY+d 

W:所定内給与 

X:年齢 

Y:勤続年数 

推計は年齢,勤続年数別給与額の表を用いた。なお年齢,勤続年数は下表によった。またデータのない年齢,
勤続年数の階級は推計対象としなかった。

第1表 推計結果
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3-2   男女別賃金の年齢,勤続年数別評価

(2)   標準労働者と新規入職者の賃金と年齢,勤続評価

(1)で推計した賃金の評価関数に年齢,勤続年数を代入し,標準労働者,新規入職者の賃金額,および年齢,勤続
年数に対する評価額を求めた。推計は以下の式に従った。

推計式

W(X,Y)= aX+ bX2+ cY+ d 

年齢による評価 勤続年数に対する評価 

(X:年齢, Y:勤続年数) 

1) X歳の標準労働者の賃金

W(X,Y) ここで Y=X-18 

18歳の賃金との差額=W(X,X-18)-W(18,0) 

=a(X-18)+b(X2-182)+cY 

うち 年齢評価=a(X-18)+b(X2-182) 

勤続評価=cY=c(X-18) 

したがって次の関係式が成立する 

W(X,Y)=W(18,0)＋年齢評価+勤続評価 

2) X歳の新規入職者の賃金

W(X,0) 

製造業計について以上により推計すると,第2表,第1図,第2図のとおりである。

第2表 標準労働者,新規入職者の賃金および年齢,勤続年数に対する評価
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第1図 標準労働者と中途採用者の年齢別賃金

昭和55年 労働経済の分析



第2図 標準労働者の賃金における年齢,勤続年数に対する評価の男女間比較
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4-1   雇用の実質国民総生産に対する弾性値

男女別に雇用者の実質国民総生産に対する弾性値を試算した結果は第1表のとおりである。

産業計でみると,高度成長期(1965～73年),石油危機後(1973～79年)ともに女子雇用者の弾性値は,男子の
それよりも大きい。また,男子の弾性値は高度成長期より石油危機後に小さくなっているのに対して,女子
の弾性値は,石油危機後のほうが大きい。これは石油危機後,男子の多い製造業で雇用が停滞し,女子の比較
的多い卸売・小売業,サービス業で雇用者の増加が大きいという産業構造の変化を反映している。

産業別にみると,石油危機後,1)卸売・小売業とサービス業では,男女ともに弾性値は高度成長期よりも大き
い。2)卸売・小売業では男女間に差はみられないが,サービス業では女子の方が男子を上回っている。
サービス業で女子の弾性値が大きいのは,女子比率の高い医療業,社会保険・社会福祉などで雇用者の増加
が大きかったことが影響している。

アメリカについてみると,卸売・小売業,サービス業では男女とも弾性値は,石油危機前に比べて石油危機後
の方が大きい。男女間では石油危機の前後とも女子が男子を上回っている。

第1表 雇用の実質国民総生産に対する弾性値
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4-2   女子雇用者増加の要因分解

女子雇用者の増加は,基本的には経済成長に伴う労働力需要の拡大によるが,産業構造や職業構造の変化,各
産業や職業内の女子比率の変化による影響をうける。女子雇用者の増加について要因分解した結果は次
のとおりである。
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4-2   女子雇用者増加の要因分解

(1)   産業別の試算結果

女子雇用者の増加を産業計で1965～71年間についてみると,83%が成長要因によるもので,産業構造の変
化効果(4%),産業内女子比率の変化効果(10%)は大きくない。同じく74～79年間についてみると,成長要因
によるものは63%で,産業構造の変化効果(20%),産業内女子比率の,変化効果(12%)が大きくなっている。
とくに産業構造の変化効果は産業内女子比率の変化効果を上回る。

製造業,卸売・小売業,サービス業についてみると,産業構造の変化効果は製造業ではいずれの期間も女子雇
用者を減少させる効果があったが,その程度は65～71年間よりも74～79年間のほうが大きい。また,卸
売・小売業,サービス業ではいずれの期間も女子雇用者を増加させた効果が大きいが,とくに石油危機後で
大きい。一方,産業内女子比率の変化による女子雇用の増加効果は,各産業とも65～71年間に比べ74～79
年間のほうが小さい(第1表)。

アメリカ(1970～79年)とスウェーデン(1965～75年)について同様の方法で女子雇用者の増加を要因分解
すると,アメリカでは産業内女子比率の変化効果が産業構造の変化効果を上回っている。これは製造業で
産業構造の変化効果が女子雇用を減少さる作用が大きかったことによる。卸売・小売業では産業構造の
変化効果より産業内女子比率の変化効巣かやや大きいが,サービス業では産業構造の変化効果が大きい。

スウェーデンでは産業内女子比率の変化効果は小さく,産業構造の変化効果で大きい。とくにサービス業
では産業構造の変化効果が女子雇用者増加の70%強を占めている。しかし,製造業,卸売・小売業では産業
構造の変化効果は女子雇用,者を減少させる方向に働いており,この2産業では女子雇用者はこの間に減少
している(ただし,週20時間以上の雇用者を対象としている)(第2表)。

産業構造の変化効果,産業内女子比率の変化効果について,各業種別の内訳をみると第3表のとおりであ
る。
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4-2   女子雇用者増加の要因分解

(2)   職業別の試算結果

女子雇用者の増加を職業面から要因分解すると,日本(1970～80年間)では職業構造の変化効果よりも職業
内女子比率の変化効果が大きい。このことはアメリカ(1970～80年間)でも同じであるが,職業内女子比率
の変化効果は日本よりも大きい。これに対してスウェーデン(1970～75年間)ではむしろ職業構造の変化
効果が大きい(第4表)。

職業構造の変化効果,職業内女子比率の変化効果について,各職業別の内訳をみると第5表のとおりであ
る。

第1表 産業別女子雇用者増加の要因分解

昭和55年 労働経済の分析



昭和55年 労働経済の分析



第2表 産業別女子雇用者増加の要因分解
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第3表 要因,増減効果別業種の内訳
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第4表 職業別女子雇用者増加の要因分解
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第5表 要因,増減効果別職業の内容
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4-3   就業分野の性差指数について

男女間の就業分野を比較する指標として,就業分野の性差指数(Index of Sex Segregation)を日本,アメリカ
およびスウェーデンについて試算した。
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4-3   就業分野の性差指数について

(1)   計算方法

T:男女計雇用者,F:女子雇用者Ti:i産業(職業)の男女計雇用者,Fi:i産業(職業)の女子雇用者,とすると,最新年に
ついては

数式

(注)1) この計算方法によれば,男女間の就業分野の差が小さければOに近づき,差が大きくなれば大きくな
り,就業分野が男女間で全く異なる場合には男子比率の2倍になる。

2) 産業別指数は,「就業構造基本調査」をもとにした30中分類で,職業別指数は職業大分類(10分類)で計算
した。また,学歴別にみた産業別指数,職業別指数はいずれも大分類ベースで計算した。
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4-3   就業分野の性差指数について

(2)   試算結果の特徴

1) 産業別指数の縮小のうち,1)女子比率の低い産業で女子比率が上昇したことによる効果は,各国と
も2次産業でみられ,2)女子比率の高い産業で女子比率が低下(女子比率の上昇程度が相対的に小さい
場合を含む。)したことによる効果は,飲食店,その他の小売業,医療業,個人サービス業,繊維・衣服で
みられる(第2, 3表)。 

2) この指数は産業別労働者構成の差により異なる。1979年の日本の構成に合わせてアメリカ,ス
ウェーデンの指数を再計算すると,アメリカの指数は,アメリカの構成で計算した指数よりも大きく
なり,スウェーデンの指数はスウェーデンの構成で計算した指数よりも小さくなる。しかし,日本の
指数がアメリカより大きくスウェーデンより小さいことに変わりはない(第1表(1))。 

3) 職業別指数の変化の内容は各国共通している。指数縮小のうち,1)女子比率の低い職業で女子比率
が上昇したことによる縮小効果は,管理的職業従事者でみられ,2)女子比率の高い職業で女子比率が
低下(女子比率の上昇程度が相対的に小さい場合を含む。)したことによる縮小効果は,サービス職業
従事者,事務従事者,販売従事者でみられる。3)女子比率の高い職業で女子比率が上昇したことによ
る拡大効果は,専門的・技術的職業従事者でみられる(第5,6表)。 

4) 日本の新規学卒者についてみると,産業別指数は高卒者よりも大卒者のほうが大きく,職業別指数
は高卒者のほうが大きい。産業別就職分野でみて,高卒者では男女間で製造業,卸売・小売業,サービ
ス業への入職割合が大卒者ほどの差がないのに対して,大卒者の場合は女子の場合はサービス業に,
男子の場合は製造業に偏るからである。職業別については,高卒者の場合は女子は事務従事者に,男
子は技能工・生産工程作業者に偏つているのに対して,大卒者については,女子で専門的・技術的職
業従事者,男子で販売従事者に多いものの,事務従事者は男女間で差がないからである。

アメリカの就業者についてもほぼ同様のことがいえるが,大卒者の職業別就業分野は,とくにカレッ
ジ5年以上卒業者の場合,男女とも専門的・技術的職業従事者に偏ることから指数は最も小さい(第8
表,第9表,第10表)。 

第1表 就業分野の性差指数
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第2表 産業別性差指数縮小の内容
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第3表 産業別就業分野の性差指数の寄与度
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第4表 産業別女子比率および女子の産業別構成比
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第5表 職業別性差指数変化の内容
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第6表 職業別就業分野の性差指数の寄与度
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第7表 職業別女子比率および女子の職業別構成比
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第8表 学歴別にみた就業分野の性差指数と産業,職業別構成比
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第9表 学歴別にみた就業分野の性差指数の寄与度
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第10表 学歴別にみた産業,職業別構成比
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4-4   女子化と高齢化について

長期的に雇用者中の女子比率の上昇と高齢化が進んでいる。総理府統計局「国勢調査」によると,非農林
水産業計でみて,昭和45年から55年にかけて女子比率は32.6%から34.0%へ,高齢者比率(男女計雇用者に占
める男子55歳以上雇用者の割合)は6.7%から7.6%へと上昇している。しかし女子化と高齢化はすべての
産業,業種で同じように進んでいるわけではない。女子化と高齢化の進展の違いによって各産業,業種を次
の4つに区分することができる。

1) 女子化は進んでいるが高齢化は遅れている産業,業種 

2) 女子化と高齢化がともに進んでいる産業,業種 

3) 女子化と高齢化がともに遅れている産業,業種 

4) 女子化は遅れているが高齢化は進んでいる産業,業種 

各区分に入る産業,業種は下表のとおりであり,1)に入る産業,業種は雇用の増加率が高い産業,業種が多
い。食料品,出版・印刷などは製造業のなかでは,雇用増加率の高い業種である。これに対して,4)に入る産
業,業種は雇用の増加率が低い産業,業種が多い。

女子化,高齢化と雇用者増加率との関係
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4-5   日本と欧米諸国における女子労働力率の上昇と背景

(1)   各国の年齢別女子労働力率

女子の労働力率は,日本では1975年以降上昇が著しい。雇用者世帯の労働力率を年齢別にみると,1975～
80年間にほぼあらゆる年齢層で上昇しているが,20～24歳層で高く,25～34歳層で低下し,その後再び上昇
するパターンは変化していない(第1表)。

アメリカでは,1960年代以降一貫して上昇しているが,とくに70年代後半の上昇が著しい。年齢別にみる
と,25～34歳層の上昇が著しく,年齢別の労働力率は70年代にM字型から山型へと変化した。このような労
働力率の上昇は主として白人女子の労働力率の上昇による。黒人その他の女子の労働力率は,70年代前半
まで横ばいで推移し,70年代後半に上昇している(第2表)。

イギリスでは,20歳未満層と60歳以上層を除く各年齢層で上昇している。年齢別の労働力率は,日本と同じ
く,20～24歳層で高く,25～39歳層で低下し,その後再び上昇するM字型である(第3表)。

西ドイツでは,60年代後半に低下したが,70年代には上昇している。年齢別にみると,70年代には25～59歳
層で上昇しているが,とくに25～54歳層の上昇が著しい。年齢別労働力率は,20～24歳層で最も高く,その
後しだいに低下する山型の曲線を描く(第4表)。

スウェーデンでは,60年代以降一貫して上昇している。年齢別にみると,70年代には65歳以上層を除くあら
ゆる年齢層で上昇している。上昇幅は中高年層で大きい。年齢別にみると週20時間以上就業者について
は,20～24歳層と45～49歳層を2つの山とするM字型であるが,週20時間未満就業者も含めると35～44歳層
を頂点とする山型になる(第5表)。

第1表 日 本
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第2表 アメリカ

第3表 イギリス
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第4表 西ドイツ

第5表 スウェーデン
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4-5   日本と欧米諸国における女子労働力率の上昇と背景

(2)   コーホート(同時出生集団)別にみた女子労働力率

各国とも高年齢層を除き新しいコーホートほど労働力率が高い。結婚・出産期である25～29歳時におけ
る労働力率の低下については,新しいコーホートほど低下幅が小さくなる。アメリカ,スウェーデンについ
ては,75年にこの年齢に達するコーホートからは労働力率が低下しなくなっている。西ドイツについては,
新しいコーホートほど25～29歳時における労働力率の低下幅が小さい。日本については,25～29歳時の労
働力率の比較的大きな低下は新しいコーホートについてもなおみられる。また,結婚・出産後における労
働力率については,日本,アメリカ,スウェーデンで新しいコーホートほど上昇幅が大きい(第1図)。

第1図 コーホート別にみた女子労働力率
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4-5   日本と欧米諸国における女子労働力率の上昇と背景

(3)   配偶関係別女子労働力率

女子労働力率上昇の1要因として有配偶率の低下,未婚者,離別者の増加があげられる。配偶関係別人口構
成の変化をみると,各国とも70年代に25～29歳層では未婚の割合が高まり,アメリカ,スウェーデンでは30
～54歳層で離別の割合が高まって,有配偶者の割合が低下している(第1表)。

有配偶者の労働力率は,各国とも引続き上昇している(第2表)。

70年代の日本,アメリカ,スウェーデンにおける女子労働力率上昇を,配偶関係別人口構成の変化による効果
と,配偶関係別労働力率の変化による効果に要因分解すると,中高年層では有配偶者の労働力率の上昇によ
る効果が大部分を占めるが,比較的年齢の若い層では有配偶率の低下の効果も小さくない(第3表)。

第1表 各国の配偶関係別女子人口構成
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第2表 各国の年齢別有配偶女子労働力率
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第3表 各国の年齢別女子労働力率変動の要因
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4-5   日本と欧米諸国における女子労働力率の上昇と背景

(4)   子どもの年齢・数別有配偶女子労働力率

子どもの年齢・数別に有配偶女子の労働力率をみると,各国とも子どもの年齢が低いほど,また数が多いほ
ど低い。日本,アメリカ,西ドイツ,スウェーデンで,就学前の幼児をもつ母親の労働力率を比較すると,日本
と西ドイツが比較的低い。

各国とも有配偶女子の労働力率は,子どもの年齢数に関係なく上昇している(第1,2,3,4表)。

各国の就学前の幼児をもつ母親の労働力率は保育所の整備状況とも関連しているとみられる(第5表)。

第1表 日 本

第2表 アメリカ
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第3表 西ドイツ

第4表 スウェーデン
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第4表 参考 スウェーデン 就業率

第5表 各国の3～5歳幼児の保育所(幼稚園)在籍率,合計特殊出生率と有配偶女子労働力率(25～34歳)との

関係
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(5)   短時間労働と女子労働力率

短時間労働者の雇用者に占める割合と女子労働力率との間には,年齢別にみて相関関係が認められる場合
と認められない場合とがある。日本では,35～49歳層では認められるが,25～34歳層では認められない(第
1図,本文第4-14図)。アメリカでは,18～24歳層で認められるが,25歳以上層では認められない(第2図)。

第1図 日 本

雇用者の増加による女子労働力率の上昇を週間労働時間別の寄与度でみると,日本では,1970年から80年に
かけて,35歳未満層では35時間以上,35～49歳層では35時間未満で大きい。スウェーデンでは,70年から75
年にかけて女子の労働力率の上昇はほとんど35時間未満でみられる。アメリカでは,70年代の女子労働力
率の上昇は35時間未満よりも35時間以上で大きい(第1表)。
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なお,日本の女子就業希望者についてみると,「短時間勤務」希望者が45%を占め最も多い。とくに就業希
望者の多い25～54歳では仕事を従に希望する者が多く,その50%程度は短時間就業希望者である(第2表)。
短時間就業希望者がその希望に応じて就業したと仮定すると,日本の40歳前後の女子労働力率は,スウェー
デンの75年時点の水準に近づく(第3図)。

第2図 アメリカ

第1表 女子労働力率の週労働時間階級別寄与度とその変化
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第3図 日本の年齢別女子有業・就業希望率とスウェーデンの女子労働力率

第2表 年齢,希望する仕事の主・従,形態別女子就業希望者
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(6)   夫の所得と有配偶女子労働力率

有配偶女子の労働力率は,一般的に夫の所得水準の低い世帯で高い。しかし日本では,1965年から79年にか
けて,平均以上の所得水準の世帯で上昇幅が大きい(第1表,本文第4-16図参照)。アメリカでは,70年代に夫
の所得水準が平均ないしそれ以上の世帯で有配偶女子の労働力率の上昇が目立っている(第1図)。西ドイ
ツでも,有配偶女子の労働力率は夫の所得が低い世帯で高い。夫の職種別にみると,所得水準による労働力
率の差は職員世帯で大きい。また,職員世帯では子どものいる世帯で,夫の所得差による労働力率の差が大
きい(第2図)。

第1図 子どもの年齢,夫の所得階級別有配偶女子の労働力率

第1表 日本,世帯主の所得階級別有配偶女子労働力率
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第2図 西ドイツ,夫の所得階級,職種別子どもの数別有配偶女子労働力率

第2表 アメリカ,西ドイツの夫の所得階級,子どもの年齢別有配偶女子労働力率
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(7)   学歴水準と女子労働力率

女子の労働力率は,学歴水準が高い層ほど高い。主要国の間で比較すると,高等教育卒業者の労働力率は日
本が最も低い。女子労働力率は,日本,西ドイツでは,各学歴層で上昇しており,学歴間であまり差がない。
アメリカでは,高学歴層の上昇が目立っている。とくに,高学歴層で6歳未満の子どもをもつ層の上昇が著
しい(第1,2,3,4,5表)。

女子の労働力率の上昇を,学歴別人口構成の変化による効果と学歴別労働力率の変化による効果とに分解
すると,25～34歳層では,日本,アメリカ,西ドイツとも学歴別労働力率の変化による効果が大きく,学歴別人
口構成の変化による効果は比較的小さい。日本では,35歳以上層については学歴構成の変化による効果は
みられない(第6表)。

第1表 日本,年齢,学歴別女子非農林業雇用者人口比率および人口構成比
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第2表 アメリカ,年齢,学歴別女子労働力率および人口構成比
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第3表 西ドイツ,年齢,学歴別女子労働力率および人口構成比

第4表 スウェーデン,年齢,学歴別女子の就業率(週20時間以上)および人口構成比
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第5表 アメリカ,子どもの年齢,学歴別有配偶女子労働力率
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第6表 各国の学歴要因による女子労働力率の上昇
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4-6   女子労働力率関数の推計

(1) 昭和47～55年間の時系列データを用いて,雇用者世帯の年齢別女子労働力率を説明する回帰式を推計
した。結果は次のとおりである。

(2) 昭和46,54年の都道府県別データを農業型県,大都市型都府県,その他の道県に分けて,25～34歳女子の
非農林業雇用者人口比率を説明する回帰式を推計した。結果は次のとおりである。
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4-7   出生率の低下とその背景

(1) 各国の出生率は近年著しく低下している。各年の年齢別出生率を基礎に女子が一生のうちに何
人の子どもを生むことになるかを計算した合計特殊出生率をみると,欧米諸国では1960年代後半か
ら70年代前半にかけて低下が顕著であるが,日本では74年以降低下している(第1表)。

第1表 主要国の合計特殊出生率の推移

各国の女子の年齢別出生率は,1960年代後半から70年代後半にかけて各国とも各年齢層で低下して
いるが,欧米諸国ではとくに20～34歳層で低下が著しい(第2表,第1図)。
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第2表 主要国の女子の年齢別出生率の変化

第1図 主要国の女子の年齢別出生率
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(2) 日本の1971～79年間の15～49歳層女子の出生率の低下は,有配偶率の低下による効果が最も大き
い (第3表)。

西ドイツの1965～78年間の15～44歳層女子の出生率の低下は,有配偶出生率の低下(86%)が大部分
を占める(第4表)。 

(3) 日本について,50歳未満層の有配偶女子の平均出生児数をみると,昭和32年から52年にかけて2.79
人から1.89人へと減少した。年齢別には40～49歳層での減少幅が大きい(第5表)。女子の就業状態
別に平均出生児数をみると,「きまった勤め」の者の出生児数が最も少なく,「自家営業・内職」で
最も多い(第6表)。学歴別には高学歴層ほど出生児数は少ない(第7表)。 

(4) 日本について,すでに出産した子ども数にこれから生むつもりである子ども数を加えた(出産)予
定児数は2.17人で,理想児数の2.61人を下回っている(第8表)。理想子ども数は,昭和44～48年間では
大きな変化はなかったが,その後減少している(第9表)。 

第3表 日本,出生率低下の要因分析
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第4表 西ドイツ,出生率低下の要因分析
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第5表 有配偶女子の年齢別平均出生児数
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第6表 有配偶女子の年齢,就業状態別平均出生児数

第7表 有配偶女子の年齢,学歴別平均出生児数
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第8表 有配偶女子の年齢別平均予定児数と理想児数

第9表 理想子ども数の推移
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4-8   女子就業希望者の動向

昭和40年以降の女子就業希望者の推移は次のとおりである(第1,2表)。

第1表 「就業構造基本調査」による女子就業希望者

第2表 「労働力調査特別調査」による女子就業希望者

第3表 就業希望者の定義,調査期間,調査月
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4-9   女性の職業意識について

女性の職業に関する意識を総理府広報室「婦人に関する世論調査」,日本リクルートセンター「女子学生
の就職動機調査」によってみると以下のとおりである。
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(1)   婦人に関する世論調査(総理府広報室)

昭和54年10月に20歳以上の女子10,000人に対して行った調査である。なお,47年10月の調査(婦人に関す
る意識調査)は,18歳以上の女子20,000人に対して行われた調査である。

第1表 女性と職業についての考え方

第2表 女性が職業をもつのに必要な条件について
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第3表 いままで男性の職業分野と思われていた分野への女性の進出について

第4表 主婦が仕事をやめた理由
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第5表 無職の者の就労希望
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第6表 女性の職場での差別
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(2)   女子学生の就職動機調査(日本リクルートセンター)

昭和56年3月卒業予定の大学および短大女子学生を対象に,55年7～8月に行ったものである(有効調査数
2,293人)。

第7表 就職希望率

第8表 希望勤続年数

第9表 就職希望理由
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第10表 就職希望業種と希望しない業種

第11表 将来の職業生活に対する構想
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第12表 女性が職業をもつことについての考え方

第13表 今後10年間における女性の社会進出および地位

第14表 女性の社会進出に必要な要素
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第15表 理想とする結婚形態と80年代の就職環境の見通し
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(1)   育児休業制度

育児休業制度は,乳幼児をもつ勤労婦人の申し出により,勤労婦人が育児のために一定期間休業した後,再び
職場に戻ることを認める制度である。労働省「女子保護実施状況調査」によれば,育児休業制度を採用す
る事業所は増加してきているが,昭和53年現在,30人以上の事業所の6.6%にとどまっている。また,育児休
業制度のない事業所で,今後実施予定の事業所は7.3%,実施予定のある事業所のうち,近く実施を予定して
いるのは5.9%にとどまっている。

育児休業制度の実施事業所のうち,休業中に賃金支給のある事業所は39%,育児休業制度適用者で休業後引
続き勤務した者のうち,育児休業制度を利用した者は29%である(第1,2,3,4表)。
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(2)   育児休業奨励金

育児休業制度の普及促進を図るため,昭和50年度から,育児休業制度を新たに実施する事業主に対して,雇用
保険法にもとづく雇用改善事業の一環として,育児休業奨励金が支給されている(56年度は,大企業25万円,
中小企業30万円)9また,民間医療施設に雇用される看護婦等について,育児休業の利用を容易にするための
措置を講ずる事業主に対しては,53年から特定職種育児休業利用助成給付金が支給されている(56年度は,1
人1ヵ月当たり3,270円)。
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(3)   事業所内保育施設

「女子保護実施状況調査」によれば,事業所内に保育施設を有する事業所は2.2%にとどまっている(第5
表)。
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(4)   諸外国の育児休業規定

諸外国の育児休業に関する規定(期間,休業中の手当)は第6表のとおりである。期間は6ヵ月から3年まで,
スウェーデンのように両親で分割利用が可能な国もある。休業中の手当は,無給の国,国民保険から収入の
約90%が支給される国などがある。

第1表 育児休業制度実施事業所の割合の推移

第2表 育児休業中の賃金の支給状況
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第3表 育児休業制度利用者の割合

第4表 育児休業制度の今後の実施予定状況

昭和55年 労働経済の分析



第5表 事業所内保育施設の有無別事業所の構成
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第6表 育児休業に関する諸外国の規定例
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4-11   女子活用企業の事例

女子を積極的に活用している企業に対して,昭和56年2月から3月にかけて,採用理由,活用状況,処遇等につ
いてヒアリングを行った。その概要は次のとおりである。
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4-11   女子活用企業の事例

1   大卒女子採用企業の事例

(1) A社(商社)

1) 女子学卒者の採用は,40年代半ば以降高卒主力から短大卒のみに切替えたが,短大卒だけでは必要
人員を集めるのが難しいこと,大学進学率の上昇から大卒女子を採用し,その能力の活用を図ること
を考え,大卒女子の公募にふみきった。大学での専攻分野の制限はないが,勤続年数を考えて年齢は
制限している(原則として浪人は不可)。 

2) 大卒女子の採用当初は,勤続年数が短い(2年以下),就業意欲に乏しいなどの批判があった。採用者
には少なくとも3年は勤めるよう訴えたこともあり,勤続年数はしだいに伸び,現在は3年を超えるよ
うになっている。また女子学生の就職事情の厳しさや就職希望者の増加に伴い就業意欲も向上し
た。これまでの経験から,大卒女子は短大卒に比べて能力的に優れていること,仕事の理解が早いこ
と,対人折衝もこなせることなどから積極的に活用しようとの声が出てきて,配属を希望する部門も
でてきている。 

3) 女子の仕事は原則として事務である。入社当初,仕事については短大卒と区別しないが,その後は
部門の女子のリーダーとして,あるいは語学などの特技を活かすなど個人個人の能力に応じて活用し
ていく。男子の場合はしだいに営業部門へ移行する者の割合が高まるが,対外的な配慮もあって女子
を営業部門に配置するのは難しい。こうしたことは時間をかけないと解決しないと考えている。 

4) 職務内容の差から,男子は一般職,女子は事務職(事務職では管理職になれない)であるが,長く勤務
し一般職と同じ仕事ができるようになると一般職に転換可能である。一般職では男女間の差はな
い。 

5) 勤務年数は長くなってきたが,結婚・出産後も勤務を続ける者はまだ少ない。結婚・出産などに
よる退職者を再雇用する制度については,短大卒と大卒の採用割合,職務内容(営業部門などにおける
職務への就業分野の拡大)などの問題とともに検討中である。 

6) 大卒女子に門戸を開くのは社会的にも意味のあることであるが,大卒女子が職場において実績を
残すことがまず重要であると思う。 

(2) B社(銀行)

1) 大卒女子は終戦直後から採用し,年々増加している。大学での専攻分野は一部制限している(国文
学,家政,芸術など)カラ応募は自由であり,また年齢も原則として1浪までとしている。採用するかし
ないかは本人の能力次第である。 

2) 大卒女子の採用理由としては,即戦力になること,理解・判断がはやいこと,語学力を要求する職務
が多いことなどによる。また女子向きの仕事,大卒女子の意欲を満足させる職場も多い。最近は大卒
女子の就業意欲も高まってきている。 

3) 入社後1～2年は銀行の一般業務に従事し,その後,外国為替業務や海外関係業務に従事する場合が
多い。学歴による区別はないが,業務の内容から外国為替業務には大卒が多くなる。男子の場合はゼ
ネラリストとして育てていくが,女子の場合は勤務年数が不明確なこともあってスペシャリストとし
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て育てていく場合が多い。 

4) 女子の場合は勤続の保証がないので,配置転換を制度として確立することは難しいが,希望によっ
ては可能である。配置転換については女子の側にも問題があり,覚えた仕事だから変わりたくないと
する考えの者も多く,組織の一員として仕事をしなければならないのだと自覚している者は比較的少
ない。 

5) 管理職への道も開けており,男子に伍して仕事をしていればその機会がある。部下の管理能力・
業務管理能力などの点から適否が判断される。 

6) 近年勤続年数は急速に伸びてきた。入社年次別にみると,最近採用年次の者ほど長く勤めるよう
になってきている(第1表)。会社側としては,知識・技能を活かす上からも長期間勤めてほしいと考
えている。そのための措置として育児休業制度がある。これは,1人2回まで,出産後に6ヵ月単位で最
長2年間,身分が保障されたまま休職できる制度である。この制度の利用者はかなりいるが,結婚・出
産によりやめていく者はなお多い。 

第1表 入社年次別継続就業率

(3) C社(百貨店)

1) 40年代半ば以降大卒女子を採用し,年々採用数は増加している。採用にあたり大学での専攻分野,
年齢などの制限はなく,人物中心である。 

2) 消費者の需要の多様化,個性化に対処するため,質の高いサービスを提供する必要が生じ,大卒女子
を積極的に活用することとしている。大卒女子に向いている職場,魅力ある職場も多く,大卒女子の
希望に合う職場である。高学歴化の進展に伴い,女子学生の就業希望が強くなり,採用は企業の社会
的使命であるとの考えもあった。 

3) 学歴,性による差はなく,能力次第で活用していく。処遇も男子と同じで,昇進・昇格についても差
はない。優秀な者はショップ・マスター(専門店の店長に相当),売場の指導者,係長などに登用してい
く方針である。 

4) 最近は就業意欲も高まり,長期間勤務する者が増えている。会社側も経験を活かす上から長期勤
続は歓迎している。結婚・出産などにより退職した者で,育児終了後再び働きたいとする者には,再
雇用制度がある。 

5) 再雇用制度は,女子のライフ・サイクルにあわせて雇用機会を考えたもので,その概要は次のとお
りである。 

(a) 6年以上(大卒は4年半以上)勤務し,40歳以下の女子が結婚・出産などにより退職する際に本人の
申請があった場合,過去1年間の勤務評価が標準以上であれば資格が与えられる。 
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(b) 資格を有する40歳以下の者が,離職後10年以内に申請をした場合に各店で採否を決定する。雇用
形態としては,フルタイム,パートタイム,アルバイト,委託契約があり,本人の希望により会社が決定す
る。 

(c) 関連企業での再雇用も可能である。 

(4) D社(総合卸売業)

1) 職場で学歴や性別を考える必要はないとの考えから,大卒女子についても応募があった40年頃か
ら採用してきている。そのため結果的に優秀な者が集まり,良い実績を築いたことが,その後の積極
採用につながっている。また取扱商品も広範囲にわたっていることや時代の要請にこたえた商品開
発の必要性もあり,大卒女子の能力を活用していくという面もある。採用については大学での専攻分
野,年齢などの制限はなく,本人の能力・適性次第である。 

2) 本人の希望・適性を活かした職場に配置し,経験をつんだ後,仕入・企画部門を中心に活用してい
る。商談も立派にこなしている。処遇も性,学歴で差はないが,女子の場合,長期勤続者が少ないため,
管理職はまだ少ない。 

3) 最近は一生の仕事として長く続けたいとする者も多くなっているが,結婚・出産でやめていく者
は多い(結婚で3分の1,残つた者についても3分の2が出産でやめる)。優秀な女子が結婚・出産により
退職するのは,会社・本人双方ににとって損失であるので,次の3つの対策をとり,可能な者は勤務を続
け,あるいは再就職できるようにと考えている。 

(a) 既婚女子社員の勤務時間選択制……既婚女子は1日の労働時間として,4,5,6,7時間のいずれかを選
択できる。給与,賞与は勤務時間数に比例して支給される。 

(b) 社内保育園の設置……生後6ヵ月から小学校入学前の子供を母親の勤務時間中預けられる。ミル
ク,食費のみ自己負担で,保育料はとらない。 

(c) 再就職制度……結婚・出産による退職者は,希望すれば原則として再就職が可能である。退職後
の年数に制限はなく,子供が中学校に入ってからという者もかなりみられる。育児・家庭経験を活か
せる点からも会社としては歓迎している。 

(5) E社(電子機器製造業,技術系大卒女子)

1) 技術系大卒女子は,40年代前半から公募採用してきたが,最近採用者数を大幅に増やしている。当
初,ソフトウェア開発業務で活用したが,当初入社した人達の実績・活躍がその後の採用の裏づけに
なっている。 

2) 採用理由としては次の点があげられる。(a)従来ソフトウェア開発は外注していたが,それでは社
内蓄積ができないので社内蓄積していきたいこと,(b)女子の職業選択の範囲が狭いこともあって優
秀な人材が得られること,(c)ソフトウェア開発業務は女子に向いていること,(d)機種の増加に伴い男
子だけでは不十分であること。 

3) プログラマー,システム・エンジニアとして活用するほか,通信部門,研究所にも配属し,またさまざ
まなプロジェクト・チームにも入れて活用を図っている。外部で得意先と話し合う仕事をする者も
育っている。 

4) 会社としては長く勤めてほしいと思っている。技術系の場合は事務系よりも勤続年数は長い。制
度としては確立していないが,結婚・出産により退職した者には再雇用への道が開かれており,所属
長の推薦によって個別に検討する。これまではパートタイム労働者としての再雇用であったが,個別
の事例として正社員への道が開かれ,事情によっては端末機を使用しての自宅勤務でもよいとされた
者も出ているが,これはまだ実験段階である。 

5) 女子を雇用していて一番困るのは,重要なプロジェクト・チームを編成しているようなときに,結
婚のため突然退職を申し出られることである。 
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4-11   女子活用企業の事例

2   生産・組立ラインでの活用企業の事例

F社(二輪自動車製造業)

1) 従来から生産・組立の分野で,女子の特性を活かせる作業に配置してきたが,新たに女性向けの
ファミリーバイクを製造するにあたり,原則としてすべて女子で対応することとした。コスト面から
ではなく,女性向けのバイクは女性で作るという考えからである。 

2) 商品設計にあたり,女子でも組立てやすくするように,製造側から設計側に対して力仕事をなくす
など生産技術上の配慮を要請し,検討の結果次のような措置がとられた。 

(a) 生産工程の改善……従来のオートバイ組立てでは,フレーム組立て→重量のあるエンジン,ホイー
ルの取付け,という生産工程を,エンジン組立て→ホイール取付け→フレーム取付け→各部品取付け,
という生産工程にして,女子が重い部品を扱うことをさけた。 

(b) コンベアの改良……女子の体格にあわせ,コンベアの高さを10cm低く,幅を15cm狭くし,ハンドリ
ングを容易にした。 

(c) 工具,治具の改良……操作が簡単・安全かつ細身で軽量なものに改良した。 

(d) その他……屈身作業をなくすためペダル操作で部品台が上下する装置を検討中である。生産工
程のほか作業環境の整備も行った。 

3) 女子だけで組立てを行うために,リーダーを対象にした監督者教育訓練,そのリーダーによる全員
を対象とした作業指導を実施するなど,仕事の内容を熟知させ,技能を上達させるための方策をとっ
ている。 

4) 女子労働者も責任をもたされることで自覚が生まれてきている。提案もさかんに出されている。
出勤率は男子と差はなく,また男子と比べて能率がおちることもない。 

  

(C)COPYRIGHT Ministry of Health , Labour and Welfare

昭和55年 労働経済の分析



  

昭和55年労働経済の分析 参考資料
4-11   女子活用企業の事例

3   パートタイム労働者活用企業の事例

G社(総合スーパー)

1) パートタイム労働者(8時間換算)の割合は,このところ全従業員の40%前後であり,これ以上パート
タイム比率を上げるのは運営上は難しい。しかし,個々の店舗ごとにみるとパートタイム比率には差
がある。 

2) 高度成長期には,高卒女子を採用できないためパートタイム労働者を採用したが,石油危機後はコ
ストダウンを図ることのほか,家庭用品の比率を高める必要から経験・知識のある家庭婦人を活用す
る必要も生じた。また,業務に繁閑があるので労働力を重層化する必要のある時間帯があることも採
用理由としてあげられる。雇用の調整弁ということではなく,パートタイム労働者がいないと店舗運
営が成りたたない。フルタイムでは働けない人もおり,需要側・供給側の双方の希望が合っているも
のと思う。 

3) パートタイム労働者の賃金は,労働力を確保できるかどうかを考えて設定するが,地域の状況,同業
他社や世間相場を考慮することになる。時間当たりでは,採用1～2年目の本社員の基準内賃金とほぼ
同程度とみられる。 

4) 労働時間は5～6時間の者が多いが,8時間の者もかなりいる。出勤日数は週5日(月22日)が多いが,
週4日の者もいる。勤務時間帯は,店の繁忙時間も考慮して本人と会社との話し合いで決定する。土
曜・日曜・祝日も交替で出勤するようあらかじめ計画を組んでおり,パートタイム労働者もそれに合
わせてやりくりを考えている。年次有給休暇は本社員と同じように付与している。 

5) 通勤時間は10～15分程度の者が多い。また年齢は,30歳台後半から40歳台前半の者が多い。フル
タイムになるには年齢制限(26歳以下)がある。 

6) 仕事の内容は,本人の希望,適性を考えて店長がきめる。チェッカー以外は必ずしも単純業務とは
いえず,仕事になれた者には発注など判断の必要な業務を任せることもある。また経験を活かして庶
務・経理事務に活用したり・,特技を生かすこともある。 

7) 退職して1年以内に復帰を希望する場合は,一般応募者に優先して採用され,賃金も以前の勤務を通
算して決定される。 
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4-12   完全失業率の変動要因

(1) 男女別完全失業率を雇用者比率,企業都合離職率,非労働力人口増減率で説明する回帰式を推計した。
結果は次のとおりである。

女子完全失業率＝-1.674+0.0394(女子雇用者比率1期前) 

(3.159) 

＋0,384(女子企業都合離職率1期前) 

(3.446) 

-0.0845(女子非労働力人口前年比増減率1期前) 

(-2.157) 

R―=0.869,DW=1.365 

男子完全失業率＝-8.794+0.125(男子雇用者比率1期前) 

(6.589) 

+0.587(男子企業都合離職率1期前) 

(2.804) 

R―=0.902,DW=1.326 

計測期間は昭和41～55年。 

資料出所 労働省「雇用動向調査」,総理府統計局「労働力調査」 

(注) 1) 雇用者比率=雇用者/就業者×100

2) 企業都合離職率は,「契約期間満了」,「経営上の都合」,「定年」による離職者の各年1月1日現在在籍
者に対する比率である。

上式によって,男女別完全失業率の昭和41～45年から51～55年にかけての変化を要因分解すると次のとお
りである。
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上式において,女子の雇用者比率を男子並みとした場合などの女子の完全失業率は次のとおりである。

(2) 男女別完全失業率を雇用者比率と有効求人倍率で説明する回帰式を推計した。結果は次のとおりであ
る。

女子完全失業率=-2.301+0.0725(女子雇用者比率1期前) 

(4.824) 

-0.449(女子有効求人倍率) 

(-3.589) 

-0.0347(女子非労働力人口前年比増減率) 

(-1.788) 

R―=0.976,DW=1.686 

男子完全失業率＝-4.268+0.0897(男子雇用者比率1期前) 

(2.606) 

-0.580(男子有効求人倍率) 

(-3.878) 

R―=0.932,DW=1.995 

計測期間は昭和45～55年。 

資料出所 労働省「職業安定業務統計」,総理府統計局「労働力調査」 

上式によって,男女別完全失業率の昭和45～49年から51～55年にかけての変化を要因分解すると次のとお
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りである。
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4-13   欧米諸国の雇用における男女平等関係規定

欧米諸国で1980年までに制定された男女雇用平等関係規定は,下表のとおりである。

諸外国の雇用における男女平等関係規定
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4-14   女子パートタイム労働者の賃金について

(1)   パートタイム労働者の賃金水準

女子パートタイム労働者の時間当たり所定内給与額は,一般女子労働者の賃金の80%程度であり,このとこ
ろ格差は拡大傾向にある。その他の賃金と比較すると第1表のとおりである。女子パートタイム労働者の
時間当たり賃金は,高卒女子の初任給額,一般女子労働者賃金の第1・四分位数とほぼ同水準であり,地域別
最低賃金額の1.5倍,産業別最低賃金額の1.3倍強である。最低賃金額との間の差は小さくなってきてい
る。
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4-14   女子パートタイム労働者の賃金について

(2)   パートタイム労働者の賃金関数

パートタイム労働者の賃金と一般労働者との賃金格差の変動については,労働力需給の影響があるとみら
れる。

1) 女子パートタイム労働者と一般女子労働者の賃金格差をパートタイマーの有効求職者数によって
説明する回帰式を推計すると次のとおりである(パートタイム労働者の賃金については,49年,50年に
は調査産業計の結果が公表されていないので,ここでは卸売業・小売業の賃金格差を使用した。2)に
ついても同様である)。 

WD=105.595-0.194EJ 

(-7.464) 

R―=0.949, S=1.185, DW=2.44(計測期間 49～55年) 

WD:女子パートタイム労働者賃金の一般女子労働者賃金に対する格差 

EJ:パートタイマー有効求職者数(4～6月の月間平均,50年=100として指数化) 

2) また,女子パートタイム労働者の賃金をパートタイマー有効求職者数と一般女子労働者の賃金に
よって説明する回帰式を推計すると,次のとおりである。 

PW=106.622-0.627EJ+0.759FW 

(-4.672)(50.99) 

R―=0.999,S=4.710,DW=2.49(計測期間 46～55年) 

PW:女子パートタイム労働者の時間当たり所定内給与額 

FW:一般女子労働者の時間当たり所定内給与額 

3) 都道府県別に女子パートタイム労働者と一般女子労働者の賃金格差を,女子無業者のうち仕事を
従に希望する者の割合で説明する回帰式を推計すると,次のとおりである(ここでは賃金格差は調査
産業計による。4)も同じ)。 

WD＝101.443-0.811WR 

(-9.013) 

R―=0.797,S=2.843,DW=1.76 

WD＝97.759-2.114SR 

(-9,776) 
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R―=0.820,S=2.694,DW=1.71 

WR：女子無業者のうち仕事を従に希望する者の割合(総理府統計局「就業構造基本調査」,54年10
月) 

SR:女子無業者のうち仕事を従に希望し求職している者の割合賃金格差は,54年6月労働省「賃金構造
基本統計調査」による。 

4) 都道府県別に女子パートタイム労働者賃金を女子無業者のうち仕事を従に希望する者の割合と,
女子一般労働者賃金によって説明する回帰式を推計すると次のとおりである。 

PW=192.755-1.853WR+0.538FW 

(-2.832)(11.56) 

R―=0.915,S=12.72,DW=2.09 

PW=178.364-5.422SR+0.557FW 

(-3.171)(11.62) 

R―=0.918,S=12.48,DW=2.01 

第1表 女子パートタイム労働者の賃金と他の賃金指標
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昭和55年労働経済の分析 参考資料
4-15   妻の就業に伴う世帯間所得の変動(試算)

1   ジニ係数による不平等度の測定
(1)   試算方法

勤労者世帯の所得について,妻の就業に伴う世帯間所得の変動をみるため,世帯主収入,世帯主収入に妻の収
入を加算したものなどについてジニ係数(注)を算出した。

数式

(注) ジニ係数は均等線とローレンツ曲線によって作られる図形と,均等線によって作られる三角形それぞれの面積比で,その値が小
さいほど均等に近いことを示す。
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4-15   妻の就業に伴う世帯間所得の変動(試算)

1   ジニ係数による不平等度の測定
(2)   試算結果

第1表 夫の収入と夫と妻の収入を加算した収入のジニ係数
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別表 所得階級別共働き率と妻の収入
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4-15   妻の就業に伴う世帯間所得の変動(試算)

2   標準偏差と対数標準偏差による不平等度の測定
(1)   試算方法

夫の収入による不平等度と,夫の収入に妻の収入を加算した収入の不平等度を比較するもう1つの方法とし
て,標準偏差(分散の平方根),対数標準偏差(対数分散の平方根)を世帯主の年齢階級ごとに世帯主の定期収
入階級別分布によって試算した。

(注) 標準偏差は分布の広がりの程度を示す指標であり,その値が小さいほど分布の広がりの程度が小さい
ことを示す。対数標準偏差は所得分布が対数正規分布に近似するとみた場合の標準偏差である。

夫の収入をEH,妻の収入をEwとすると,夫の収入に妻の収入を加算した世帯収入ETの分散V(ET)は

V(ET)=V(EH)+V(Ew)+2Cov(EH,Ew)

妻の収入の分散V(Ew)が小さく,夫と妻の収入に負の相関がある場合には,夫と妻の収入を加算した収入の
分散が夫の収入の分散V(EH)よりも小さい。

対数分散V(logET)は

V(logET)=V(logEH)+V(log(1+Ew/EH))

+2Cov(logEH,log(1+Ew/EH))

夫の収入に対する妻の収入の割合(Ew/EH)が夫の収入の高い層ほど小さい場合は,夫と妻の収入を加算した
収入の対数分散は,夫の収入の対数分散よりも小さい。

なお,Covは共分散である。
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4-15   妻の就業に伴う世帯間所得の変動(試算)

2   標準偏差と対数標準偏差による不平等度の測定
(2)   試算結果

第2表 夫の収入と夫と妻の収入を加算した場合の標準偏差

(参考) アメリカの場合,最近夫の収入が高い層で妻の有業率が高くなり,夫の収入が高い世帯では妻
の収入も高い傾向がみられる。このようなことから夫の収入と夫の収入に妻の収入を加算した収入
それぞれの標準偏差をみると,後者の方が大きくなる。しかし,妻の収入の分散が小さいため妻の収
入の夫の収入に対する割合は,夫の収入の高い層ほど小さくなる。このため対数標準偏差は後者の方
が小さい。夫の収入階級別にみた妻の有業率の違いを取り除くため,夫と妻がともにフルタイマーと
して就業している世帯に限ってみても同様の結果が得られる。 

第3表 夫の収入と夫と妻の収入を加算した場合の標準偏差
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4-16   女子の生涯所得の推計

(1)   試算方法

女子の職業生涯を継続就業型,再就業型,結婚・出産引退型に分けて,それぞれの生涯所得を推計した。

1) 女子の賃金を次のとおり仮定した。

ア 継続就業型の20～54歳,再就業型と結婚・出産引退型の20～24歳の賃金:高専・短大卒の女子労働
者の年齢別,勤続年数別きまって支給する現金給与額,年齢別の年間賞与その他特別給与額(労働省
「賃金構造基本統計調査」(昭和55年))を使用。 

イ 再就業型の40～54歳の賃金:課税最低限以下の所得の場合は年間収入70万円を仮定,女子パートタ
イム労働者の平均賃金の場合は年間収入91.2万円。なお,女子パートタイム労働者の平均賃金は年齢
別1時間当たり所定内給与額,実労働時間,出勤日数,年間賞与その他特別給与額(「賃金構造基本統計
調査」(昭和55年))を使用。 

2) 厚生年金,国民年金は継続就業型の20～54歳は厚生年金,再就業型の20～24歳は厚生年金,25～39歳は国
民年金,40～54歳は厚生年金,結婚

・出産引退型の20～24歳は厚生年金,25～54歳は国民年金にそれぞれ加入しているとして,年金額および
保険料を次のように計算した。

ア 年金額の計算式 

・ 厚生年金(老齢年金,通算老齢年金) 

(2,050円×被保険者月数)×〔スライド率〕+(平均標準報酬月額×10／1000×被保険者月数)×〔ス
ライド率〕 

・ 国民年金(老齢年金,通算老齢年金) 

1,680円×保険料納付月数×〔スライド率〕 

(注) 物価変動を考慮しない(スライド率=1.0とした) 

イ 保険料の計算式 

・ 厚生年金 

標準報酬月額×保険料率(89／1000)×(1／2)×被保険者月数 

・ 国民年金 

4,500円×保険料納付月数 

3) 所得税,住民税の計算にあたっては,夫婦と子供2人の勤労者世帯で総理府統計局「家計調査」(昭和55
年)および人事院「民間給与の実態」(昭和55年)を参考として,夫の年間収入360万円,妻の扶養手当1万円
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と仮定して,次のように計算した。

ア 所得税 

課税総所得金額＝(給与等の収入金額―給与所得控除額)―所得控除として簡易税額表別表第2により
税額を算出した。 

所得控除は,基礎控除29万円,配偶者控除29万円,扶養控除(子供2人)58万円,社会保険料控除(厚生年金,
雇用保険,健康保険を考慮し社会保険料率8%を仮定)とした。 

イ 住民税 

a 課税総所得金額の算定方法は,所得税の場合と同じとした。ただし,基礎控除22万円,配偶者控除22
万円,扶養控除(2人)44万円とした。 

b 均等割の税額は人口5万～50万未満の市の場合とし,市町村民税1,500円,都道府県民税500円とし
た。 

C 所得割の税額=課税総所得金額×課税所得金額階級別の税率 

-控除額 
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4-16   女子の生涯所得の推計

(2)   試算結果

第1表 女子の生涯所得の推計
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第1図 再就業型の生涯所得の比較
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4-17   家事労働の評価(試算)

(1)   家事労働の評価方法

家事労働の評価方法としては,次の2つの方法がある。

1) 代替手段による方法

代替手段による方法は,主婦の家事労働を家政婦を雇うことによって代替する,あるいは炊事,そうじ,
洗たく,育児などにそれぞれ類似した職種の労働者を雇うことによって代替する場合の賃金額を計算
し,評価する方法である。

2) 機会費用による方法

機会費用による方法は,主婦が就業した場合に得られるであろう所得を計算し評価する方法である。

家事労働の評価に際しては,家事労働の内容や質も含めて評価なすべきかどうか議論があるなど,評価方法
が確立されているわけではない。また,評価に際して女子の平均賃金を使用することについても,女子の勤
続年数が短いことなどによる男女間の賃金格差がそのまま反映されて過小評価になること,家事労働に要
する時間についても,家族構成,子供の成長過程あるいは家事労働の熟練度などによる違いをどのようには
握するかなどの問題が指摘されている。

第1表は各機関による評価額である。

第1表 各機関による家事労働の評価
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4-17   家事労働の評価(試算)

(2)   家事労働の評価(試算)

1) 代替手段による方法

家事労働を1)炊事,2)そうじ,3)洗たく,4)縫い物・編み物,5)実用品の買い物,6)子供の世話,7)家事雑事に分
類し,それぞれを類似する職種の労働者が担当すると仮定すると,主婦の家事労働の価値は家事の内容別家
事労働時間と家事内容に類似する職種の労働者の賃金の積として推計することができる。家事の内容別
家事労働時間をNHK「国民生活時間調査」(昭和55年度)からとり,また類似する職種の労働者の時間当た
り賃金を労働省「賃金構造基本統計調査」(昭和55年)からとって家事労働評価額を推計すると第2表のと
おりとなる。

第2表 家事の内容別家事労働時間および時間当たり賃金

2) 機会費用による方法
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女子常用労働者の平均賃金は産業計でみてきまって支給する現金給与(月額)は122.5千円,賞与その他の特
別給与(年額)は364.8千円となっている(労働省「賃金構造基本統計調査」(昭和55年))。主婦が常用労働者
として働く場合の年間収入は122.5千円×12ヵ月+364.8千円=1,834.8千円となる。
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4-17   家事労働の評価(試算)

(3)   国民経済全体としてみた家事サービスの評価額

国民福祉指標開発委員会報告(1973年)によれば家事労働サービスの評価額は,

女子家事従事者数×1週間の家事労働時間×女子の時間当たり平均賃金×52週 

で推計されている。

この方法で1979年の国民経済ベースの家事サービス評価額を推計すると次のとおりである。

女子家事従事者数1,550万人(総理府統計局「労働力調査」(昭和55年)) 

週当たり家事労働時間 53時間11分(NHK「国民生活時間調査」(昭和50年度)) 

女子常用労働者時間当たり平均賃金755円(労働省「賃金構造基本統計調査」(昭和54年)) 

家政婦の時間当たり賃金612.5円(日本臨床看護家政協会の家政婦労賃(昭和54年4月1日)) 

(家事サービスの評価額)

1) 家政婦の賃金を用いた場合26.25兆円(国民所得比 15.0%) 

2) 女子常用労働者の平均賃金を用いた場合 32.36兆円(国民所得比 18.5%) 
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5-1   欧米諸国の企業年金

1   アメリカ

(1) 設立方式

個別企業ごと,または業種別などの複数企業によって任意に設立される。

(2) 普及状況

ア 企業年金制度実施企業の被用者は4,070万人で,民間被用者(農業部門除く)6,180万人の66%である
(1975年)。 

イ 被用者の企業年金への加入率は農業部門を除く民間被用者の48%である(1975年)。 

(3) 法的規制

「被用者退職所得保障法」(ERISA)による企業年金プランの守るべき最低基準について規制がある。その
主な内容は次のとおりである。

ア 企業年金の加入資格

事業主は年齢25歳以上でかつ勤続1年以上の従業員には加入資格を与えなければならない。

イ 受給権の付与

次の3種類のうちいずれかの基準で,受給権を与えなければならない。

a 10年の勤務後に100% 

b 勤務5年後に25%,その後5年間に年5%ずつ,さらにその後は年10%ずつ増加し,最初から数えて15
年後に100% 

c 勤務年数と年齢の合計が45になると50%,その後,年10%増しで5年後に100% 

このいずれかの基準により権利が付与されれば,中途退職しても退職年齢に達すると企業年金を受給でき
る。

また,年金権は加入者が死亡した場合も無効にならない。本人が拒絶しない限り配偶者に引続き支払われ
る。この場合,年金額は本人および配偶者が生存している場合の2分の1を下回ってはならない。

ウ 積立て基準

被用者の勤務により生ずる給付請求権の費用は,その年に満額積立てられねばならない。過去勤務債務の
償却は40年以内,財政再計算(3年間に少なくとも1回は行われる)の際に生じた数理上の不足額は15年以内
に償却しなければならない。

エ 制度終了保険
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企業年金が,企業の経営不振等によって廃止された場合,積立金不足のため年金給付ができないような事態
の発生を防止するため,事業主は政府が設立した年金給付保証公庫(PBGC)の制度終了保険に加入しなけれ
ばならない。

(4) 企業年金の実態

ア 加入資格

ERISA法施行前は雇用時に即時加入とする制度が多かったが,ERISA法施行後は年齢要件および勤続
要件を設ける制度が多くなっている。

イ 受給資格

ERISA法に規定される受給権付与についての3つの方法のうち,勤続10年で100%の受給権を付与する
制度が多くを占めている(単独制度で76%,多数事業主制度で86%)。

ウ 給付額の算定方法

1つの方式だけで算定するもの(単一方式)と複数の算定方式を設け,有利な方を適用する選択方式が
ある。労働協約にもとづく団体交渉型(ブルーカラーを対象としている)では単一方式をとるものが
多く,その過半数は定額×勤続年数方式である。慣習型(ホワイトカラーを対象としている)では,最終
給与基準をとるものが多い。

最終給与基準の方式の場合は,最終5年平均の給与を基準とするものが大多数を占めているが,最近で
は最終3年間の平均の給与を基準とするものが増加している。

エ 物価スライド制

年金額を物価上昇率と調整する制度はほとんどない。

(5) 公的年金との給付調整

ホワイトカラーを対象とする慣習型は公的年金と給付調整されるものがほとんどであるが,ブルーカラー
を対象とする団体交渉型は,公的年金と給付調整されないものが多い。

(6) 年金給付額の水準

企業年金の水準は型によって異なるが,平均すると労働者の平均所得の12%程度である。
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5-1   欧米諸国の企業年金

2   イギリス

(1) 設立方式

企業ごとに任意に設立される。職域別の年金制度であり,職域年金と呼ばれる。

(2) 普及状況

加入者数は1,150万人で,被用者が2,300万人であるので50%が加入している。民間部門のみでは加入者数
610万人で加入率は38%である(1975年)。

(3) 法的規制

1975年社会保障年金法によって,新適用除外制度が1978年4月から施行されている。適用除外制度は公的
年金のうち所得比例の付加年金については,公的年金の適用を免除し,職域年金でこれを代行する制度であ
る。適用除外の必要要件とされている主な内容は次のとおりである。

ア 必要給付額

必要年金額は給与額の1.25%の額以上でなければならない。年金給付額算定のための給与額の決定
方法については,職域年金委員会の認可をうけることが必要とされる。

イ 最低保障年金(GMP)

必要給付額は,国の付加年金の代替分以上でなければならない。

ウ 物価スライド制

物価の上昇によってGMPが増額した場合は,GMPの増額分は国から支払われる。

エ 年金の一時金払

GMPを超過する年金額については一時金として支払うことができる。

オ 早期脱退の場合

加入者が5年未満の加入期間で年金から脱退した場合には,GMPについての権利を拠出額相当保険料
を支払って公的年金に移管できる。5年以上加入した者は公的年金に移管することができず,その企
業か他の企業のどちらかで年金権が保全される。

(4) 企業年金の実態
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ア 加入資格

勤続と年齢について要件を定めているのが一般的である。勤続年数については,公的部門はほとんど
が即時加入であるが,民間部門では即時加入は職員で53%,工員で39%となっている(1975年)。その
他,職員では勤続1年以上とするものが多く(25%),工員では1年以上(26%),1年以上2年未満(25%)とす
るものが多い。

イ 給付額の算定方法

最終給与または最終数年間の平均給与とする方式が多い。中でも最終10年間の継続した最高3年間
の平均給与とするものが多い。

ウ 物価スライド制

物価スライド制があるものは少ない。

(5) 公的年金との調整

調整しないものとするものとが同程度である。

(6) 年金給付額の水準

公的年金も含む年金給付額は最終給与の60～70%である。公的年金の給付水準は平均的にみて最終給与
の40～50%程度であるので,企業年金部分は20%程度である。
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昭和55年労働経済の分析 参考資料
5-1   欧米諸国の企業年金

3   西ドイツ

(1) 設立方式

企業ごとに任意に設立される。

(2) 普及状況

適用被用者数685万人,全被用者の65%(1976年)。

(3) 法的規制

企業退職年金改善法(1974年)による法的規制がある。その主な内容は次のとおりである。

ア 受給権の付与

中途退職者であっても,次のような条件を備えているときには,年金受給権を付与しなければならな
い。

a 退職時の年齢が35歳以上で,かつ最低12年間企業に所属し,そのうち年金の対象となる期間が
継続して3年あること,または 

b 退職時に35歳以上で,最低10年間年金制度に加入していること 

イ 企業年金の自立性

公的年金の増額を理由として,企業年金の年金額を減額してはならない。

ウ 給付内容の見直し

企業は,3年ごとに給付内容を経済変動に応じて調整できるかどうかを検討しなければならない。

エ 年金支払いの確保

企業が倒産などによって,年金支払いのための資金を供給できなかったときは,「支払不能保険制
度」により年金受給権を保障する。

(4) 企業年金の実態

ア 加入資格

一般に20歳から25歳で,50歳から55歳といった高齢入社の者は除かれる。
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イ 給付の算定方法

最終給与または最終数年間の平均給与と勤続年数を基準にする方法が定額給付にとって替わる傾向
がみられる。

ウ 物価スライド制

約3分の2の企業は年金額を修正しておらず,物価の上昇率等に伴って年金額を見直している企業は少
ない。

(5) 公的年金との調整

年金による生活保障は最終所得の60～65%を確保することが目標とされており,そのうち公的年金は通常
45～50%を保障しているので10～20%相当分が不足する。このうち半分程度を企業年金が受け持ち,残り
半分は従業員の自助によるという考え方が一般的である。公的年金には給付額の上限が決められている
ので,退職前に高い給与を受けていた者の最終所得に対する公的年金の割合は低くなる。このため,企業年
金は高所得を得ていた者に対して高い給付率を適用している。
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昭和55年労働経済の分析 参考資料
5-1   欧米諸国の企業年金

4   スウェーデン

(1) 設立方式

労使の全国的協約にもとづき,個別企業の財源をもとに,企業ごとに設立される。ホワイトカラーを対象と
した職員年金制度(ITP)とブルーカラーを対象とした労働者年金制度(STP)とがある。

(2) 普及状況

被用者をほぼ全部カバーしている。

(3) 年金支払の確保

(ITPの場合)ITPの運営は,各企業とスウェーデン職員年金協会(SPP)との年金契約により社外に積立てる方
式をとるか,あるいはFPG/PRIシステムと呼ばれる保証保険を付した企業内積立てであるブックリザーブ
方式をとることになっている。年金支払の確保を図るための再保険制度は後者の場合にのみ適用され
る。

(STPの場合)AMF年金保険会社に事業主が拠出金を支払う社外積立方式である。

したがって年金確保のための再保険制度はない。

(4) 物価スライド制

経済変動に応じた自動的な給付の増額は行われず,年金額は年々設定される。しかし,これまでは消費者物
価指数の変動に応じて調整されてきている。

(5) 年金給付額の算定

退職時給与を基準にして算定される。

1) 退職時給与が基本額の7.5倍までの部分……年金給付率は退職時給与の15% 

2) 退職時給与が基本額の7.5～12.5倍までの部分……年金給付率は65% 

3) 退職時給与が基本額の12.5～20.0倍までの部分……退職時給与の32.5% 

4) 退職時給与が基本額の20倍を超える部分……年金額に反映されない。 

なお,基本額とは社会保障各種給付の基準とされているものであり,1979年6月現在では13,500クローナで
ある。この基本額は消費者物価指数の上昇に準じて調整されることになっている。

(6) 公的年金との調整

公的年金制度との調整は完全に行われている。公的年金,私的年金の合計額は退職時給与の65～70%程度
である。
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資料出所 1.生命保険協会「欧米主要国の企業年金制度一企業年金海外調査団報告書」 

2.厚生年金基金連合会「欧米四ヶ国における企業年金の受給権保証保険制度」 

3.厚生年金基金連合会「米国における私的年金の主要問題」 
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昭和55年労働経済の分析 参考資料
5-2   主要国の心身障害者雇用対策

主要国の心身障害者雇用対策
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